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2. 土地の安定性（地盤） 

(1)調査結果の概要 

①  地盤の状況 

a. 文献その他の資料調査 

地盤の予測・評価にあたり、基礎資料として「やくらいゴルフ場 地盤リスク評価報告書」

（株式会社環境地質、令和 4 年 9 月）を収集した（なお、この報告書では、「（仮称）やくらい

リゾート開発事業に係る環境影響評価調書」（積水化学工業株式会社 平成 4 年 12 月）を参照

している）。 

同資料による対象事業実施区域とその周辺の地形判読結果は図 12.1.3.2-1 に、対象事業実施

区域の地形判読結果は図 12.1.3.2-2 に、地質断面図は図 12.1.3.2-3 に、各地形が持つリスク

は表 12.1.3.2-1 に示すとおりである。また、対象事業実施区域の地質層序を表 12.1.3.2-2 に、

各地層の地盤の状況を表 12.1.3.2-3 に示す。 

また、対象事業実施区域周辺の既往資料による地すべりと土石流のリスク図を図 12.1.3.2-4

に、対象事業実施区域の地盤リスク平面図を図 12.1.3.2-5 に示す。 

資料調査の結果、対象事業実施区域の地形の状況は、西側がほぼ平坦な小起伏面からなるゴ

ルフ場で、東側がやくらい山の山麓斜面となっており、現状で、地盤リスクに係る著しい斜面

崩壊、地すべり、土石流等の形跡はないと言える。 

 

表 12.1.3.2-1 地形判読の凡例とリスク 

凡例 判読基準 リスク 

 
侵食前線 谷の下刻に関連した最も下位にある遷急線 斜面崩壊 

 遷急線 侵食前線よりも上位にある遷急線 斜面崩壊 

 ガリー 溝状の水路地形 土砂流出 

  
崩壊 崩壊で生じた馬蹄形の急斜面 崩壊拡大 

隣接斜面の崩壊 

 

 
崩積土 土砂の堆積地形 崩壊 

土 石 流  

 
地すべり 非変動域とは異なる崖、緩斜面が発達した斜面 地すべり 

地すべり末端の崩壊 

 
 段差 地すべり内部や滑落崖の背後、侵食前線背後に分

布する小崖 

崩壊 

地すべり 

 切土 切土による法面 法面の崩壊 

 
盛土 盛土による法面、盛土範囲 法面の崩壊盛土のすべり 

〔「やくらいゴルフ場 地盤リスク評価報告書」（株式会社環境地質、令和 4 年 9 月）より作成〕 

  



12.1.3-18 

(536) 

 

表
1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
質
層
序

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 



 

12.1.3-19 

(537) 

 

 

 

  

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
1
 
対
象
事
業
実
施
区
域
と
そ
の
周
辺
の
地
形
判
読
結
果

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 



 

12.1.3-20 

(538) 

 

 

 

 

 

W
1
 

W
2
 

E
2
 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
形
判
読
結
果

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

E
1
 



 

12.1.3-21 

(539) 

  

（
注
）

 

図
中

の
A
W
-
3
、
A
W
-
4
、
B
W
-
6
L
は
「
（

仮
称

）
や

く
ら

い
リ

ゾ
ー

ト
開

発
事

業
に

係
る

環
境

影
響

評
価

調
書

」
（

積
水

化
学

工
業

株
式

会
社

 
平

成
4
年

1
2
月

）
に

お
い

て
ボ

ー
リ

ン

グ
調

査
を

実
施

し
た

場
所

で
あ

る
。

 

な
お

、
本

項
に

は
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

結
果

は
記

載
し

て
い

な
い

。
 

地
質

の
凡

例
は
表

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
に

記
載

。
 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

標
高

（
ｍ

）
 

距
離

（
ｍ

）
 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
3
(
1
)
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
質
断
面
図
（
図

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
の

W
1
断
面
）

 



 

12.1.3-22 

(540) 

 

標
高

（
ｍ

）
 

（
注

）
 

図
中

の
A
W
-
3
、
B
W
-
3
R
、
B
W
-
4
R
は
「
（

仮
称

）
や

く
ら

い
リ

ゾ
ー

ト
開

発
事

業
に

係
る

環
境

影
響

評
価

調
書

」（
積

水
化

学
工

業
株

式
会

社
 

平
成

4
年

1
2
月

）
に

お
い

て
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

を
実

施
し

た
場

所
で

あ
る

。
 

な
お

、
本

項
に

は
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

結
果

は
記

載
し

て
い

な
い

。
 

地
質

の
凡

例
は
表

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
に

記
載

。
 

 

距
離

（
ｍ

）
 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
3
(
2
)
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
質
断
面
図
（
図

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
の

W
2
断
面
）

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 



 

12.1.3-23 

(541) 

 

標
高

（
ｍ

）
 

（
注

）
 

図
中

の
A
W
-
1
、
A
W
-
2
、
B
W
-
8
L
は
「
（

仮
称

）
や

く
ら

い
リ

ゾ
ー

ト
開

発
事

業
に

係
る

環
境

影

響
評

価
調

書
」（

積
水

化
学

工
業

株
式

会
社

 
平

成
4
年

1
2
月

）
に

お
い

て
ボ

ー
リ

ン
グ

調

査
を

実
施

し
た

場
所

で
あ

る
。

 

な
お

、
本

項
に

は
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

結
果

は
記

載
し

て
い

な
い

。
 

地
質

の
凡

例
は
表

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
に

記
載

。
 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

距
離

（
ｍ

）
 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
3
(
3
)
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
質
断
面
図
（
図

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
の

E
1
断
面
）

 



 

12.1.3-24 

(542) 

  

距
離

（
ｍ

）
 

標
高

（
ｍ

）
 

（
注

）
 

図
中

の
B
W
-
2
R
、
B
W
-
8
C
、
B
W
-
8
L
、
B
W
-
8
R
は
「
（

仮
称

）
や

く
ら

い
リ

ゾ
ー

ト
開

発
事

業
に

係
る

環
境

影
響

評
価

調
書

」（
積

水
化

学
工

業
株

式
会

社
 

平
成

4
年

1
2
月

）
に

お
い

て
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

を
実

施
し

た
場

所
で

あ
る

。
 

な
お
、
本
項

に
は

ボ
ー
リ
ン
グ

調
査

結
果
は
記
載

し
て

い
な
い
。

 

地
質

の
凡

例
は
表

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
に

記
載

。
 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
3
(
4
)
 
対
象
事
業
実
施
区
域
の
地
質
断
面
図
（
図

1
2
.
1
.
3
.
2
-
2
の

E
2
断
面
）

 



 

12.1.3-25 

(543) 

 

 

 

  

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
4
 
既
往
資
料
に
よ
る
地
す
べ
り
と
土
石
流
の
リ
ス
ク
図

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

危
害
の
お
そ
れ
の
あ
る
土
地
の
区
域

 

（
土
砂
災
害
警
戒
区
域
）

 

危
害

の
お

そ
れ

の
あ

る
土

地
の

区
域

（
土

砂
災

害
警

戒
区

域
）

 



 

12.1.3-26 

(544) 

 

 

 

  

W
2
 

：
表

面
崩

壊
・
土

砂
流

出
リ

ス
ク

が
あ

る
場

所
 

：
断

面
図

作
成

位
置

 

 

図
1
2
.
1
.
3
.
2
-
5
(
1
)
 
地
盤
リ
ス
ク
平
面
図
（
対
象
事
業
実
施
区
域
西
側
）

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 

W
1
 



 

12.1.3-27 

(545) 

 

 

 

  

E
1
 

E
2
 

：
表

面
崩

壊
・
土

砂
流

出
リ

ス
ク

が
あ

る
場

所
 

：
断

面
図

作
成

位
置

 

 

〔
「

や
く

ら
い

ゴ
ル

フ
場

 
地

盤
リ

ス
ク

評
価

報
告

書
」
（

株
式

会
社

環
境

地
質

、
令

和
4
年

9
月

）
よ

り
作

成
〕

 

 
図

1
2
.
1
.
3
.
2
-
5
(
2
)
 
地
盤
リ
ス
ク
平
面
図
（
対
象
事
業
実
施
区
域
東
側
）

 



 

12.1.3-28 

(546) 

 

表 12.1.3.2-3 対象事業実施区域の各地層の地盤状況 

地層 N値10までの土層深(m) 粘着力（c=kN/㎡） 内部摩擦角（φ＝°） 

dt2 0.4 11.0 25 

dt1 0.2 17.0 38 

Td3 0.6 14.0 20 

Td2 0.5 20.0 44 

Td1 0.05 23.0 44 

注：地層の記号については表 12.1.3.2-2 に記載している。 
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(2)予測及び評価の結果 

①  土地又は工作物の存在及び供用 

a. 施設の存在 

(a) 環境保全措置 

施設の存在に伴う地盤への影響を低減するため、以下の環境保全措置を講じる。 

・太陽光パネル等設置に伴う造成を最小限にとどめる。 

・土砂流出の恐れがある斜面では、土砂流出防止工を施工する。 

・構造物は支持強度が十分な場所に設置する。 

 

(b) 予 測 

ｱ. 予測地域 

対象事業実施区域内とした。 

ｲ. 予測地点 

対象事業実施区域で構造物を設置する場所とした。 

ｳ. 予測対象時期 

施設が存在する時期とした。 

ｴ. 予測手法 

調査結果をもとに、対象事業実施区域での自然災害リスク、地盤リスクを回避または低減

できる事業計画であるかを判断するとともに、対象事業実施区域内で太陽光パネルなどの構

造物を支持するにあたり必要な強度があるか否かを判断する。 

ｵ. 予測結果 

(ｱ) 対象事業実施区域の自然災害リスク 

自然災害リスクとしては、対象事業実施区域には活断層はなく、地盤も N 値 50 以上で締

まっており、地震動の過剰の増幅はないと判断する。火山噴火に対しても、近くに活火山はな

く、火山噴火災害のリスクも少ないと判断する。さらに、対象事業実施区域は低地ではないの

で洪水リスクもないと判断する。したがって、自然災害リスクのうち留意するべきものは土

砂災害リスクである。 

土砂災害は、地すべり・土石流・斜面崩壊から成る。まず、地すべりについては、図 12.1.3.2-

4 に示す防災科研による地すべり地形が対象事業実施区域付近北方にいくつか存在するが、図

12.1.3.2-2 に示すように対象事業実施区域に地すべり地形はなく、地すべりのリスクはない

と予測する。 

次に、土石流については、対象地内の北側の渓流は発電施設設置など改変の計画はなく、

多くの既往・新規予定調整池があり、さらに、対象事業実施区域の南方の渓流には図 12.1.3.2-

に示す危害の恐れのある土地の区域（土砂災害警戒区域）が認められるが、渓流上方の対象事

業実施区域内に調整池があり、渓流内にも多くの砂防施設があることから問題はないものと

予測する。 

斜面崩壊については、地質図など既存の資料には記載がない。しかし、地形判読等による

と図 12.1.3.2-1 に示すようにやくらい西側山麓斜面に古い崩壊跡が認められ、対象事業実施

区域の山麓には古い崖錐堆積物（表 12.1.3.2-2 に示す dt1）と一部 2 次崖錐堆積物（表

12.1.3.2-2 に示す dt2）が存在する。したがって、対象事業実施区域の東側やくらい山麓斜
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面では古い崩壊跡しかなく、大きな崩壊のリスクはないが、浸食や土砂流出の懸念がある。ま

た、対象事業実施区域の西側、ゴルフ場として造成済みの区画では侵食前線より下方での表

層崩壊や土砂流出の懸念があるが、侵食前線より下方には発電施設の建設予定はないので問

題はないと予測する。浸食前線より上部では部分的に遷急線は認められるものの不明瞭であ

り、ここでの崩壊リスクもほとんどないと予測する。 

 

(ｲ) 対象事業実施区域西側（現在ゴルフ場の場所）での地盤リスク 

この区画は、本事業実施前にゴルフ場として造成された場所である。 

本事業実施前のゴルフ場造成にあたっては、小起伏面を最小規模の土地造成にとどめた上

で、地表排水や調整池を適性に配置している。それらについては現状では著しい変状はない。

したがって、対象事業実施区域西側のゴルフ場区画での地盤リスクは、太陽光発電の際の追

加造成を最小規模にすることから、ほとんどないと予測する。 

 

(ｳ) 対象事業実施区域東側（やくらい山麓斜面）での地盤リスク 

対象事業実施区域東側のやくらい山麓斜面区画での土地造成は本事業実施前のゴルフ場造

成時ほとんど行われていない。したがって、ここでは事業計画で新設予定の W7・W8 調整池と

排水路工を追加で施工する他に、斜面内に土砂流出留めのしがら工等を施工することにより

地盤リスクは低減が可能であると予測する。 

 

(ｴ) 発電施設設置場所での支持力 

対象事業実施区域で発電施設の基礎地盤となる地層は西側のゴルフ場として改変済みの区

画で Td 層であり、東側のやくらい山麓斜面で dt1，dt2 層である。 

Td 層は、Td1 の表土は 0.05m と薄く、粘着力 C=23.0kN/m2、内部摩擦角φ=44°で N 値 50 以

上、Td2 が表土は 0.5m 程度、粘着力 C=20.0kN/m2、内部摩擦角φ=44°で N 値 50 前後、地表付

近にある Td3 で表土は 0.6m 程度、粘着力 C=14.0kN/m2、内部摩擦角φ=20°、N 値 10 前後であ

り、いずれも礫質土であるため、パネル基礎として充分な支持力があると予測する。 

dt1，dt2層についても礫質土であり、dt1層の表土は 0.2m程度と薄く、粘着力 C=17.0kN/m2、

内部摩擦角φ=38°、N 値 50 以上である。dt2 層も表土は 0.4m 程度、粘着力 C=11.0kN/m2、内

部摩擦角φ=25°、N 値は 10～20 程度であり、パネル基礎として充分な支持力があると予測す

る。以上より対象事業実施区域の地盤には問題となる地層がないと判断する。 

 

(c) 評価の結果 

ｱ. 環境影響の回避、低減に係る評価 

施設の存在に伴う地盤への影響を低減するため、以下の環境保全措置を講じる。 

・太陽光パネル等設置に伴う造成を最小限にとどめる。 

・土砂流出の恐れがある斜面では、土砂流出防止工を施工する。 

・構造物は支持強度が十分な場所に設置する。 

 

上記の環境保全措置を講じることにより、施設の存在による地盤に及ぼす影響は、実行可

能な範囲内で回避・低減されているものと評価する。 


